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（若林） 

P. 1 

 

・ 経営管理を担当しております若林でございます。何卒、よろしくお願いいたします。 

・それでは、連結およびエリア別業容についてご説明いたします。 

・国内事業においては、イオングループ内でのポイント１０倍企画や、新規入会者を対象とした

最大２０％キャッシュバック企画といったキャッシュレス推進施策の実施等により、クレジット

カードショッピング取扱高は前年同期比１０９％となりました。 

・カードキャッシングについては、利用者数の増加により、取扱高は前年同期比１０４％、債権

残高は期首差２２９億円増となりました。 

・国際事業においては、マレーシアにおける自動車やバイクの取扱高拡大に加え、タイなどの他

の展開国におけるオートローン事業の成長により、個品割賦取扱高は６４１億円、前年同期比 

１２８％、債権残高は１，８２７億円、期首差８８億円増と、好調に推移いたしました。 

・また、タイにおける個品割賦与信枠を用いた融資サービスや、マレーシアにおける中高所得者

層をターゲットとした個人ローンの利用が伸びたことで、パーソナルローン取扱高は８２８億円、

前年同期比１１３％、債権残高は２，３８６億円、期首差９０億円増となりました。 

・連結有効会員数については、国内事業では入会キャンペーンを通じたクレジットカード新規会

員１０１万名獲得したことに加え、WEB 会員化に注力した一方で、カードの更新時に非稼働会員

の解消を進めました。この結果、稼働率の改善を図ることができております。国際事業では、中・

高所得者向けプレミアムカードや分割払い利用者を中心に会員数を伸ばし、顧客基盤の拡大に繋

がっております。 
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・次に、連結およびセグメント別業績でございます。 

・図表上段右端の連結業績につきましては、第２四半期累計として８期連続の営業増収となった

一方で、営業利益および親会社帰属の当期純利益は減益となりました。 

・国内事業では、クレジットカードショッピングおよびキャッシング取扱高が順調に推移したこ

とで、営業収益は前年同期比１１０％となりました。一方で、キャッシュレス推進施策を中心と

した販売促進費の増加等により、営業利益は前年同期比８０％の減益となりました。 

・なお、キャッシュレス推進施策につきましては想定以上のご利用となりましたが、将来長い期

間にわたってご利用が期待できる新規会員の獲得が順調に進んだものと認識しております。詳細

については、後ほど河原よりご説明させていただきます。 

・国際事業では、中華圏は米中貿易摩擦や香港デモの影響等により、営業収益の伸び率がフラッ

トとなりましたが、メコン圏、マレー圏においては２ケタの増収となりました。一方、国際事業

の営業利益は、貸倒関連費用の増加により、１３３億円、前年同期比７７％と減益になりました。 

・なお、マレー圏の業績には、１１月１日に開示させていただきましたフィリピン子会社の不適

切会計による影響を含んでおります。本件につきましては、投資家の皆さまにご心配、ご迷惑を

おかけすることとなってしまい、大変申し訳ございません。この場を借りてお詫び申し上げます。 

・不適切会計の概要について、詳細を説明させていただきます。内容は大きく３つです。 

・まず、「割賦売掛債権の延滞認識の過小評価」につきましては、銀行手数料など少額の入金不

足による延滞のお客さまについて、回収の手間と再振込みのコストを勘案して、不足額を次月請



求額に加算するという手順になっておりましたが、この不足額のルールを緩和する形で延滞度数

の進行を一部止めるという事象が発生しました。一方で、延滞債権の償却はルール通り行われて

いました。この結果、昨年度よりフィリピン子会社ではＩＦＲＳを導入していることから、損失

率が低く見積もられてしまい、結果として貸倒費用が過少となってしまいました。この影響額が

日本円で約２億円（0.9 億ペソ（1.9 億円））ありました。 

・次に２つ目として、「繰延割賦利益の前倒しによる取り崩し」による収益認識の誤りがありま

した。ハイヤーパーチェス取引は、契約時にハイヤーパーチェス契約全期間にわたる利息総額を

未収収益として一括資産計上し、同額を繰延割賦利益として負債に計上、毎月請求の都度、割賦

繰延利益より当月相当の利息額を取り崩して収益認識するという会計手法になっています。一方

現地の経営陣が毎月想定する当月の収益見込み額と経理部門が月次決算で計上した収益額の間

に乖離があり、結果、経理部門ではその見通しに合わせて数字をあわせてしまうという方法をと

ってしまったために、前倒しで繰延割賦利益の取り崩しが発生し、過大な収益計上となりました。

この影響額が日本円で約７億円（3.5 億ペソ（7.4 億円））ありました。 

・３つ目が、「業務委託費用等の資産計上により利益が過大に計上された」ものです。この影響

額が日本円で約３億円（1.3 億ペソ（2.7 億円））ありました。 

・この結果、合計１２億円を修正として今期の損益に取り込みました。業況の悪化していること

の認識が遅れてしまったことへの対応も含め、今後再発防止策をとってまいります。 
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・次に、国内および国際のエリア別業績グラフでございます。 

・営業利益について、主な増減要因について示しております。主だった費用の増加要因として、 

国内では販売促進費が前年同期比１２５億円増加しておりますが、そのうち９３億円が、キャッ

シュレス推進施策でございました。 

・施策に関しては、施策そのものの魅力に加え、アイドルユニットを活用した宣伝効果により、

世間的な注目度が高まったことで、想定以上にキャンペーン参加者が大幅に上振れ、費用が増加

した一方で、これを機に顧客基盤の大きく拡大しました。 

・なお、収益の増加要因として債権流動化６２億円増とございますが、これは概ね、今回のキャ

ンペーン費用の上振れ分の補填を目的とした、カードキャッシング債権の流動化によるものです。 

ショッピングリボやキャッシング利用が見込まれる顧客層を中心に獲得が図れており、今後は継

続的なご利用を促進することで、投資回収が可能と考えております。 

・国際事業では、先述の通り、メコン圏で４０億円、マレー圏で２８億円の貸倒費用の増加に加

え、フィリピン子会社における不適切会計の損益影響１２億円が主な減益要因でございました。 
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・次に、メコン圏の貸倒費用の増加要因について、ご説明いたします。 

・こちらのグラフは、前年と今年の上期６ヵ月間におけるメコン圏の営業債権残高の増減額を比

較したものです。 

・今期では、前年同期に比べて正常債権を中心に債権残高の増加ペースが大きく、これに伴う貸

倒関連費用の増加がございました。 

・なお、表面利回りや NPL 比率は横ばいで推移しております。 

・今後現地でもＩＦＲＳが導入されます。これに備えて効率の改善を図ってまいります。 
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・次に、マレー圏の貸倒費用の増加要因について、ご説明いたします。 

・前年上期では、IFRS９適用に伴い貸倒引当金の期首残高の調整を行いました。回収の環境にお

きまして、マレーシアにおいて、前期の第１四半期、政府による低所得者向け支援策等により、

延滞債権の回収率の改善が見られました。これに伴い、当該延滞債権にかかる貸倒引当金の取崩

し影響等により、貸倒関連費用の増加幅が抑制される結果となりました。 

・一方、本年上期では、前年同期に比べて正常債権残高の増加が著しく、これに伴う貸倒関連費

用の増加がございました。 

・自動車やバイクといった比較的期間が長く、リスクの低い債権が増加したことで、表面利回り

はやや低下したものの NPL 比率は横ばいで推移しました。 
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・次に連結の貸借対照表です。 

・現金預け金は、本社への調達機能の集約化に伴う借入や有価証券の売却、債権流動化の実施等

により、期首差６７５億円増となりました。また、銀行業における貸出金が１,３３３億円増加

し、資産合計は５兆６,４８３億円、期首差３,９４２億円増となりました。 

・負債においては、国内での社債発行の他、クレジットカードやデビットカード一体型キャッシ

ュカードの増加による決済口座としての利用が進んだこと等により、普通預金を中心に預金が 

１,６５８億円増加し、負債合計は５兆２,０３３億円、期首差３,９７９億円増となりました。 

・利息返還損失引当金については、７億円の繰入を行い、取崩し額は、前年同期差１億円減の 

１０億円となったことで、期末残高は３８億円、期首差３億円減となりました。 

・これら資産および負債の増減により、純資産は、４，４５０億円、期首差３６億円減となりま

した。 

・私からの業績説明は以上となります。ご清聴ありがとうございました。 
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・それでは、まずはじめに２０１９年度上期までの振返りについて、ご説明させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



P. 8 

 

 

・国内事業においては、顧客基盤の拡大やカード利用の促進を後押しする販売促進企画を上期に

重点的に実施してまいりました。 

・主な施策として、イオングループ店舗でのポイント１０倍キャンペーンや、新規入会者を対象

とした最大 20％キャッシュバックキャンペーンを７月より実施いたしまし  

・また、新たに 「イオンカード （トイ・ストーリー デザイン）」と「マルエツカード」の発

行を開始しております。 

・イオンカード（トイ・ストーリー デザイン）は、２０１４年の発行開始以来、ご好評いただ

いているミッキーマウスデザインに次ぐ、ディズニーキャラクターデザインのカードで、若年層

のお客さま、及びファミリー層のお客さまに大変ご好評いただいております。 

・マルエツカードは、首都圏を中心にスーパーマーケットを約３００店舗展開しているマルエツ

との提携カードで、イオンカードの特典に加えて、マルエツカードオリジナルの特典を付帯した

カードをなっております。 これにより、首都圏会員の強化につなげていきたいと考えておりま

す。 

・さらに、スマートフォンアプリ「イオンウォレット」の機能を強化し、カード入会申込み及び

即時発行を 開始いたしました。 
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・期初に、上期中に顧客基盤を整え、下期の消費増税に備えると申し上げておりましたが、我々

の望んでいた実績となっていると認識しております。 

・これらの取り組みにより、２０代から３０代のお客さまを中心にカード会員獲得数は順調に推

移し、第２四半期の新規会員登録数は５９万人、前年同期比約１．５倍となりました。 

・また、新規入会者を対象とした最大２０％キャッシュバックキャンペーンにおいて、イオン銀

行口座引落しを設定された方の還元率２０％に、そうでない方を１０％に設定したこともあり、

イオン銀行キャッシュカードが一体となり、クレジットカード以外の商品・サービスへのクロス

ユースに繋がりやすいイオンカードセレクトの申込み比率の向上がみられております。 

・さらに、第２四半期に新規入会された２０代から３０代のお客さまの動向として、ショッピン

グリボ利用人数は前年同期比１３５％、キャッシング利用人数は前年同期比１２０％と伸びてお

り、利用の拡大に繋がりました。 

・なお、キャッシュバックキャンペーンは、７月～９月のうち、各月１週間、のべ２１日間の期

間中におけるご利用分が還元対象となる施策ですが、還元対象期間外でのご利用がある程度みら

れたことで、引き続き、普段使いとしてのカードとしてご利用いただけるように訴求してまいり

ます。 

・今後さまざまなキャンペーン、宣伝を行い、利用を促進するインセンティブとしたいと考えて

います。 
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・続いて、イオンカードのメインカード化による取扱高の拡大についてご説明します。 

・左のグラフでは、２０１８年度と本年上期の月度別カードショッピング取扱高の推移をお示し

しております。特に第２四半期において、前年同月を大きく上回り、取扱高を拡大することが 

できました。 

・右のグラフでは、過去４年間における９月度のイオングループ内外の取扱高の推移をお示しし

ています。  

・ご覧の様に、９月度の取扱高はグループ内で前年同月比は＋３３％、グループ外でも前年同月

比＋２６％と、販促施策の効果により、グループ内外とも取扱高は順調に伸長いたしました。 

・２０１６年６月にイオングループ店舗でのポイント２倍施策を開始して以来、イオンカードの

メインカード化が進んできていると考えておりますが、今期のキャッシュレス施策により、より

一層グループ内外でのご利用機会が増加しているものと考えております。 
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・続いて、キャンペーンの取り組みとともに進めたデジタル化の効果についてご説明いたします。 

・今回実施の２０％キャッシュバックキャンペーンをＷＥＢ経由でのエントリーとしたこともあ

り、ＷＥＢ登録会員数はこの上期で１６８万人増加し、当初目標としていた１，０００万人を超

え、１，０２６万人となりました。この人数は １０月以降も増えており、今は１，１００万人

を突破しております。 

・また、イオンウォレットのダウンロード数も、９月末時点で前年度末の２．８倍と順調に伸長

しており、本日までに６００万人を超えております。 

・さらに、請求書のペーパーレス化及びイオンウォレットの利用促進に取り組み、１１月５日の

引き落とし分の請求から、明細書の有料化を開始しました。 

・これにより、ＷＥＢ明細件数は、主に３月におけるご利用代金を対象とした５月７日の引き落

し時点の３８０万件から、半年後の１１月５日引き落とし時点では９６０万件へと、２．５倍に

拡大しており、全請求件数に対するＷＥＢ明細比率は、同期間で３２％から７５％にまで高まり

ました。 

・このように、デジタル化を通じて、お客さまのニーズに沿った様々なサービスをダイレクトに

提供しやすくなるということで、コスト削減と共に、お客さまに対する様々な適時適切な情報還

元ができるようになり、サービスの向上にも繋がっております。 

・加えて、銀行預金口座と連動したカード会員が増えたことで、資産形成サービス、その他の金

融サービスの提供等、クロスユースのアプローチ先も拡大しております。 
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・それでは、これより下期の重点実施事項についてご説明いたします。 
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・下期は、ＷＥＢ登録会員を含めました国内カード会員及び銀行口座保有の方、約３,０５０万

名の会員の皆さまに、様々なツールを利用してアプローチしてまいります。 

・「イオンウォレット」等のデジタルツールを利用のお客さまに対しては、今まで以上にタイム

リーに、Ｏｎｅ ｔｏ Ｏｎｅマーケティングを実践し、アプローチを強化してまいります。 

・また、引き続き、継続してご利用いただけるよう、毎月発生する公共料金等の引き落とし用の

カードとして登録を促進するキャンペーンや、カードショッピング利用時のポイントアップのキ

ャンペーン等を実施し、メインカード化を図ってまいります。 

・さらに、資産形成サービス等の銀行商品・サービスの提案や、還元されたポイント等を電子マ

ネーＷＡＯＮへチャージし、ご利用いただくなど他の金融サービスへのクロスユースの促進に繋

げてまいります。 

・加えて、アプリからのカード申込みおよび即時発行サービス等を活用し、今後発行予定の若年

層、首都圏の顧客をメインターゲットとした新規カードの申込みを促し、更なる会員ＩＤの獲得

を図るという循環により、当社のエコシステムの構築に繋げてまいります。 
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・こちらのグラフは、２０１４年の消費増税時及び、本年のカードショッピング取扱高について、

前年同月比の推移をお示ししたものです。 

・今回の１０月開始の消費増税に対する直前の駆け込み需要は、前回ほどの伸びではなかったた

め、反動減も大きくはなかったものの、本年１０月は台風の影響もあり、カードショッピング取

扱高は１０３％となりました。 

・主に、物販での利用の落ち込みが見られており、小売と連携して対応し、取扱高の回復を図っ

ていく予定です。 

・１１月以降は、先ほど申し上げた施策等の実施により、前回増税時より早期に取扱高を２ケタ

成長まで回復させ、さらに伸ばしていく見込みでございます。 

・そのために、販促を上期に集中して実施し、会員の基盤を上期中につくりあげたということが

我々の目的でございます。 
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・次に、事業会社化に伴う、国内での新たな事業展開でございます。 

・期初来、皆さまにも発表できる段階になりましたらご説明申し上げます、と説明してまいりま

したが、現在開始したものはワランティサービスです。これは、マイカーローンにワランティサ

ービスを付帯することでお客さまの利便性を高めるものです。 

・今後、健康増進型商品・サービスの開発や、データを活用した地域連携ソリューションの提供

の開始を進めてまいります。 

・これらの事業サービスにつきましては、現時点でまだこれ以上ご説明できないものであり、ご

報告できる段階となりましたら、順次お伝えさせていただきます。 
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・次に、国際事業における、モバイル端末を軸とした、ＩＤの拡大についてご説明いたします。 

・当社グループは、海外において１０か国・地域に展開しています。ご覧のとおり、一部を除き

ますが、当社はイオンの小売店舗が展開している地域を中心に、クレジットカード、パーソナル

ローン、個品割賦、電子マネー、保険代理、ポイントカードなどあらゆる商品・サービスを提供

しており、これらサービスの全てをモバイルアプリで提供したいと考えています。 

・また、イオンの小売店舗が進出しているマレーシアでは、現地では、イオンマレーシア、イオ

ンビッグマレーシアの約４００万枚のポイントカード事業を受託し、当社の既存メンバー２００

万人と合計した６００万人のメンバーをアプリへ集約することで、ＩＤの共通化を図り、電子マ

ネーによる決済サービスの提供に加え、お客さまの購買情報等と連動させたデータベースマーケ

ティンクﾞが可能となりました。 

・このように、イオンの小売店舗と連携したポイントサービスについても、インドネシア、ベト

ナム、カンボジア等、他国に展開していく予定で準備を進めております。 
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・各国の既存のサービスにおいては、モバイルアプリの活用に注力しております。 

・香港では、モバイルアプリで申込みから審査まで完結できるオンライン完結型ローンの提供を

開始しました。 

・また、インドでサービスを開始した即時審査アプリ「ＡＥＯＮ ＦＡＳＴ（イオン ファスト）」

をインドネシアでも導入しました。これにより、審査時間の短縮することができ、お客さまの利

便性向上、及び優良顧客の獲得、取扱高の拡大に繋がっております。 

・さらに、雇用の創出と所得増加をキーワードとして、フィリピンで開始したＩｏＴ デバイス

を活用したトライシクルドライバー向けのローンを皮切りに、２０１８年度には、インドネシア

の四輪タクシー向けに提供を開始しました。 

・今年度は、ベトナムでの小型トラック向けローン、並びにインドでの四輪タクシー向けローン

の提供を進めており、各国に水平展開を図ってまいります。 
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・続いて、システム・ＩＴ投資の進捗および今年度の計画並びに上期の投資内容についてご説明

いたします。 

・今年度は、商品・サービスのデジタル化や審査・債権管理の強化、バックオフィスの集約化及

び自動化を進めるため、総額３００億円の投資を計画しております。 

・上期の実績として、国内では主に、スマートフォンアプリ「イオンウォレット」へのカード入

会機能の追加および即時発行サービスを開始したことに加え、加盟店管理システムやデータベー

スの整備等、サービス強化に関する投資を実施しました。デジタルシステムに対するアクセス集

中の負荷を軽減するシステムも導入しています。 

・海外では、モバイルアプリでのサービス強化や AI 技術を用いた審査・債権管理システムの導

入、債権回収体制の移行等、基盤整備に関する投資を実施し、連結の投資額は１７９億円となり

ました。 

・当社では、資料右下に記載の通り、営業収益に対する人件費率を IT 投資の KPI の一つに設定

し、生産性の向上に取り組んでおり、この数字をもっと低下させていきたいと考えております。 

 

 

 

 

 

  



P. 19 

 

 

・最後に、２０２０年２月期の連結業績及び配当予想でございます。内容につきましては、既に

公表している数値より変更はございません。 

・なお、先ほど若林のパートでも業績影響についてご説明させていただきましたが、11 月 1 日

に公表させていただいておりますフィリピン現地子会社の不適切会計につきましては、皆さまに

ご心配をお掛けし、大変申し訳なく思っております。親会社として大変重大な責任を感じている

ところです。 

・本件事案の全容解明、調査につきましては最終段階にきており、再発防止策も含めて検討して

いるところでございます。 

・当社は、2013 年にも台湾の現地子会社における不適切会計があったことは皆さまご承知の通

りです。以来、我々は１２８項目に及ぶ再発防止策を構築し、再発防止に取り組んでまいりまし

た。その中で一部対応に時間がかかっているもの、或いは対応すべきものが形骸化していたこと

よって、今回の事案を発見できなかったと考えております。また、現地のマネジメントが現場の

プロセスになかなか入っていかなかったことも大きな原因のひとつと考えております。このよう

なことも含めて、ガバナンス体制をもう一度見直して、二度とこのようなことが起こらないよう

に体制を構築してまいりたいと思っております。皆さまには本当にご迷惑をおかけしました。あ

らためてお詫び申し上げます。 

 

私からの説明は以上です。    

以上、ご清聴ありがとうございました。 



 

 

質疑応答 

 

 

 ■大和証券 渡辺アナリスト  

Q：海外の貸倒費用比率について、今回29.6%まで上昇した。営業債権の増加が理由とされていた

が、営業債権の残高は去年の上期・下期とも拡大しており、また、IFRS も導入していたはずだ

が、なぜ今期これだけ伸びたのか。これは来期以降も高いグロースが続く場合は貸倒費用比率の

高止まりが続くものなのか。  

A：海外メコン圏の話だが、前年の9 月にタイにおいて、個人の累積債務が大きいということか

ら規制が強化された。メンバーカード会員を数多く抱えているが、枠が基準に満たない小さな金

額(1 万5 千バーツ以下)の人が多かった。優良顧客を中心に枠を拡大して、利用の促進を図った

ところ、残高が大幅に拡大してきた。その中で一部、景況の悪化もあり今期に貸倒が出てきてし

まった。ただし、正常債権の残高が非常に増えておりNPL が一定でとどまっているため、残高が

伸びた分について今期に影響が出たという認識。したがって、今後、与信のモニターを強化して

いけば比率の部分はキープ出来ると考えている。来期以降タイでIFRS が導入されるので、そち

らについては連動した形で審査・管理していき、採算の改善と効率化を図っていきたい。タイで

はオートローン(車) も始めており、バイクのデフォルトリスクを使用している。タイでは中古

車のバリューが日本ほど落ちておらず、比較的高い金額で取引されているので、これに実績が乗

ってくれば、比率は改善すると見られる。よって、現在のところは保守的にバッファを持ってい

る状態。  

 

Q：国内の販促費のかけ方について、今回大規模なキャンペーン施策を実施したが、良かった点・

悪かった点を教えてほしい。また、今後の販促費のかけ方についても聞きたい。  

A：当初から、上期に大きな販促費をかけて年度分の会員数を取りに行く戦略を立てており、今

回初めて 20%キャッシュバックのキャンペーンを打った。結果としては、予算を 40 億円強オー

バーしてしまったが、その分デジタル会員、そして特に若い層の会員を確保することができた。

また、人数的にも当初見込んでいた数字以上の会員を獲得することが出来ており、ショッピング

リボやキャッシングも利用してもらえている。「カード会員の稼働率を上げる」「若年層の会員数

を増やす」「デジタル会員を増やす」という目標については達成できたものと認識している。今

後も引き続きセールス活動は続けていく必要があるが、今回のような大きな販促の投入は今後予

定していない。 

 

■みずほ証券 佐藤アナリスト  

Q：海外の他地域のクレジットコストの見通しについて。香港は現地情勢次第だと思うが、影響



を受けて悪化しているという状況か。また、マレーシアは２Q に貸倒引当金の繰入が急増してい

るがこれは一過性という認識で合っているか。  

A：香港については、加盟店がかなり大きな影響を受けている。ただ、イオンカードは他のカー

ドと比較して普段使いが中心のカードであるので、相対的に影響が小さいように思われる。クレ

ジットコストについては、香港についても前年度IFRS に移行したが貸出残高が増えなかったた

め、正常債権に対する引当もそれほど増加しなかった。これ以上の情勢悪化がないという前提に

立てば、来期以降の与信コストの増加は限定的であると見ている。マレーシアについては前年度

１Q に政府によるバラマキ政策があり、それを返済に回すことが出来たため、前年の１Q の回収

率がかなり良かったことの反動である。下期は貸出残高も積極的に伸ばしては行くが、引当率は

悪くなってはいないので、これが大きくぶれることは想定していない。システム投資も進めてい

るので中長期的には回収の効率化が進んでくるものと考えている。  

 

Q：イオングループの方のポイント10 倍キャンペーンの効果について。キャンペーン終了後の10 

月の取扱高を見ると、キャンペーン期間中の9 月からの反動減がかなり大きく、また、そもそも

イオングループとしてキャッシュレス化比率を上げるという部分についてのコストを貴社が負

担した格好に思われるが、貴社にとっての効果を教えて欲しい。  

A： イオングループの店でカードを使ってもらうという循環については、カードをデジタル化し

ていく上で、非常に貴重な資産だと考えている。デジタル化されたプラットフォームに何度もお

客様に来てもらうことによって、初めてこのプラットフォームに次の使い道が生まれてくる。プ

ラットフォームをより価値のあるものにしていく為に、投資を進めているという状況。この9・

10 月はイオングループが強い力を持つ地域に台風が直撃したことで、売上はあまり良くない状

況となっている。ただ、今回のようなイオングループとのポイントのやりとりについては、プラ

ットフォームに付帯する価値によって回収していけるものと考えている。  

 

■シティグループ証券 丹羽アナリスト  

Q： 国内のカード事業について、ショッピングリボやキャッシングの利用者が増えたとされてい

たが、単価はどのようになっているか、平均との比較も含め教えて欲しい。  

A：単価についてはかなり上がっている。20%キャッシュバックキャンペーンで入った方々なので、

高い物を買って多くの還元を得るという考え方の人が多い。新規会員の利用額は一人あたり3 万

7 千円程度である一方、平均は3 万4 千円程度なので、単価については3 千円程度上がったとい

うことになる。  

 

Q：国内事業について、銀行業界では地域金融機関との連携が始まっているが、貴社の銀行業務

は貴社内で完結するものなのか、それとも地域との関わりを目指していくのか。  

A：銀行業務については、SBI がやっているような地方銀行とのコラボは現状検討していない。

SBI は企業再生等の中小企業支援による地域活性を描いているが、我々の銀行業は基本的に法人



融資をしておらず地域の個々の顧客に対して金融サービスを提供しているので、ビジネスモデル

が異なる。ただし、地域の活性化に貢献するということは我々の経営理念でもあるので、地方金

融サービスは続けていくという強い覚悟は持っており、対個人顧客の部分のサービスの質の向上

に注力していく。現状は具体的には明かすことはできないが、実際に地域とのつながりに向けた

動きは考えている。 

アプローチの仕方が SBI とは異なるということ。 

 

■SMBC 日興証券 原アナリスト  

Q：今回、益の出やすいキャッシング債権の流動化を行っているが、今後もコストが収益を圧迫

した場合には、同様の方法で埋めていくと考えて良いのか。  

A：通常は資金調達の手段として、資産の足の長さと回転という点を考えながら対応している。

今回キャッシングを流動化したのは、過去に例の無い規模のキャンペーンを実施して当初よりも

コストが上振れたという背景がある。期待される将来収益は、主にショッピングリボやキャッシ

ングから獲得することが期待されるので、一部キャッシングの流動化を実施した。ただし、こち

らについてはあくまで原則的ではなく例外的な対応。  

Q：フィリピンの修正について。今回は過年度分で12 億円の修正となっているが、今年度の上期

分はどの程度を想定していれば良いか。  

A：上期については、収益を前取りしてしまったものは、今期の時間の経過とともに実現してい

くものもある。貸倒については、フィリピンの債権は非常に足が短く12 ヵ月程度。概ね半年が

過ぎて延滞のままであれば償却。したがって相互の差額になるが、12 億円までいかない(おそら

く10 億円)程度の影響があると認識。これから抜本的な対応を取っていくが、改善するまでの間

の利益水準は従来見込んでいたものより小さくなってしまう。合計すると20 億円を超えるが、

他のところで十分リカバリー可能と考えている。  

以上 

 


